別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:多重債務問題対策費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　環境生活部　環境生活政策課　消費生活担当　電話番号：058-272-1111（内　2389）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：358千円（前年度予算額：1,160千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　　多重債務問題が深刻な社会問題となったことを受け、国がその対策に取り組んでいるところであるが、県としても、多重債務問題を個人の問題にとどめず、社会的問題と認識し、より多くの多重債務者が、健全な社会生活を営めるよう総合的な解決を図るため以下に取り組む。
(1) 多重債務者フォローアップ事業

1 県、市町村の相談員等の資質向上
・県、市町村の相談・徴収等に携わる職員研修の実施

・消費生活相談員向け専門研修の実施
2 相談窓口、早期相談、解決方法の啓発
・消費生活に関する他の広報と併せて実施
3 相談者の総合支援の実施【ゼロ予算】

・相談者基本情報、債務整理、最終的な自立までを総合的に把握するための「多
　重債務相談カード」の整備
(2) 無料相談会の開催【ゼロ予算】
県弁護士会、県司法書士会と共催で、毎月無料相談会を実施（県民生活相談センターで電話、面接相談を受ける「多重債務１１０番」、県内６箇所を巡回して面接相談を受ける「多重債務面接相談会」）　

(3) 関係組織の運営【ゼロ予算】

県弁護士会、県司法書士会、法テラス、その他関係団体等外部機関との連携を図る「多重債務問題検討会」、主に庁内関係課等と連携を図る「岐阜県消費者行政推進本部多重債務問題対策部会」の会議を開催し、意見交換等を行う。
	２　所要経費


(1)多重債務フォローアップ事業 　 　358千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
５ 安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる
・多重債務者のフォローアップ
・無料相談会の開催
	２　これまでの取組状況


　・県、市町村の相談・徴収等に携わる職員を対象とした研修を開催した。

（平成21年度、平成22年度：各1回開催）
・消費生活相談員向け専門研修

（平成21年度　ヤミ金研修1回、平成22年度　多重債務研修1回）
・無料相談会の開催

（平成21年度　13回開催、相談件数　142件）　　
	３　これまでの取組に対する評価


　　　多重債務者は県内に多数存在していると推計されるが、県に寄せられた相談件数を勘案すると、相談窓口に訪れていない相談者が、依然として多数存在していると思われるため、今後も、関係機関との連携を図り、相談の掘り起こしに努めていく必要がある。
　　　また、相談後も、相談に対して適切に対応するとともに、相談者の生活再建を図るため、同様に関係機関との連携を図っていく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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	事業費
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　　　【消費者行政活性化基金充当事業】






